
専第・5号’

　　　　　　　　　令和2年固上市下水工会計硫予繊娚

　（総　　則）　　　（
第・条酬一上市・下一緬予算…ぱ・定める・9うによる∴

　（収益的収入及び支出）

鱗各・2鞭村上市下水工癖・以下・予算・と⑭鱗・走めた収益的W破

出の予⌒のとi’6り補正‘“－6’

　（科目）’　　鰍予蜘．　（ma予定額，　　（計）

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　入

第・款下水道SU収益』4・353・・84千円△94・…千円4・2Sg・・84千円

　第2項営業外収益3・5・5・’886千円△94…0軸3・4…886千円

・　・　　　　麦　出
第、款下水繊醐、，，。3，445千円△、ユ，。65千円、，222，－38。千円

　，第2項営業外費用　　　　580，990千円　△81，065千円　　　　499，925千円

令和　3年3月31日　専決

　　　　　村上市長　高橋邦芳

　　　　　1



令和2年度村上市下水道事業会計補正予算実施計画説明書

　　　　　　　収益的収入及び支出

収入

款 項 目　　　・ 既決予定額 補正予定額 計

1下水道事業収益 4β53，184 △94，000 4，259，184

2営業外収益 3，505，886 △94，000 3，411，886

1他会計繰入金 2，214，767 △94，000 212ぴ767

、
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（単位：千円）

節
備　　　　　　　　　　　考

区　　　分 金　　額

，

一

般
会
計
繰
入
金
　
1 △94，000 その他一般会計繰入金

ノ
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．支　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

，1下水道事業費用 4β03，445 △81；065 4．222β80

2営業外費用 580，990 △81，065 499，925

2消費税及び地方消費税 81，065 △81，065
0
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’（単位：千円）

節

区　　　分 金　　額

，’

備　　　　　　　　　　　　考

、

’

、

消費税及び地方消費税 △81ρ65 　　　　　　　　　’消費税及び地方消費税
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注記
、

1．重要な会計方針

　1　固定資産の減価償却の方法

　（1）有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　・主な耐用年数　♂

　　　　　建物

　　　　　構築物

　　　　　機械及び装置

　　　　　車両及び運搬具

　　　　　工具、器具及び備品

　（2）無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　（3）　リL－一一ス資産

定額法による。

8年～50年

40年～50年

6年～22年

2年～6年
2年～20年

定額法による。

・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

2　引当金め計上方法

（1）退職給付引当金

　　職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

　普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

　部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（2）賞与引当金

　　職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

　　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月

　から3月までの4か月分）を計上している。

（3）　貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

　能見込額を計上している。

3　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。
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H．リース契約により使用する固定資産に関する注記

　1　リース取引の処理方法

　　　リー一ス料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、

　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リ・一・・ス取引については、

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

皿．予定貸借対照表等関連

　1　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

　　1年以内のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

　　870，638千円である。

IV．セグメント情報の概要

　1　報告セグメントの概要

　　　村上市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

　　農業集落排水事業、個別排水処理事業を運営しているが、事業の一体性等

　　の観点から「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の2つを報告セグメ

　　ントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりで

　　ある。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業

下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保

全公共下水道においてべ汚水及び雨水の処理を行

う事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施

設、個別浄化槽において汚水の処理を行う事業・
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2　報告セグメントごとの営業収益等

　　当年度（自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

L

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　　計

営業収益 623，555 163，770 787，325

営業費用 2，713，006 796，966 3，509，972

1営業損益 △2，089，451 △633，196． △2，722，647

経常損益 35，559 13，179 48，738

セグメント資産 54，221，176 15，134，874 69，356，050

セグメント負債 51，801，628 14，471，691 66，273，319

その他の項目

他会計繰入金 2β63，045 724，410 3，087，455

　　　　　　　　　’減価償却費 2，024，191 550，334 2，574，525

受取利息
　
　
　
　
　
　
0
1

0 0

、支払利息 384，629 103，761 488，390

特別利益 ．　　　139
0 139

特別損失　　’ 34，580 11，758 46β38

うち減損損失 0 0 0

V．その他の注記

　（1）　償却資産に関わる経過措置

　　　償却資産については、・供用開始時から減価償却が行われてきたものとし

　　て算定レた当年度期首の帳簿価額を帳簿原価として処理している。

、
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令和2年度村上市下水道事業補正予算予定損益計算書
　　　　（令和2年4月　1日から令和3年3月31目まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

1

2

3

4

5
6

営　　業　　収　　益

（1）下水道使用料

（2）負　　担’金

（3）受託工事収益，

（4）その他の営業収益

営　　業　　費　用

（1）管　　渠　　費

（2）ポンプ場費
（3）処　理　場　費

（4）受託工事費
（5）業　　務　　費

（6）総　　係，　費

（7）減価償却費
（8）資産ノ減耗費

（9）その他の営業費用，

営　　業　　損　　失

’営　業　外　収　益

（1）受取利息及び配当金

（2）貸付金管理収入

（3）他会計繰入金

（4）補　　助　　金

（5）長期前受金戻入

（6）その他営業外収益

営業・外　費　用
（・麟講び企業

（2）その他営業外費用

経　　常　　利　．益

特　　別　　損　　失

当年度純利益
前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

778，415

　8，904

6

134，565

21，227

673，653

　24，815

　t71，419

2，574，525

　8，440・

　1，328

787β25

3，509，972

1，991，784，

　26，778

1，262，890

　1，627

488β90

23，304

3，283，079

511，694

2，722，647

2，771，385

139

46，338

　139
　1
’46，338

48，738

△46，199

2，539

2，539
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、
令和2年度村上市下水道事業補正予算予定貸借対照表

（令和3年3月31日）
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定
計
産
権
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権
権
産
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計
計
産
金
金
金
券
品
用
金
金
産
計

三仕蝿　1
　
　
　
，
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
，
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
2

資産の部

2，961，950

△95，703

62，553，986

△1，742，055

4，352，773

△735，454

1，852

△173

989，016

2，866，247

60，811，931

3，617，319

0』

1，679

362β32

3ユ，693

68，648，524

31，693

106，434

△250

383，389

106，184

186，200

60’
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（単位二千円）

68，680，217

675β33

69，356，050



（単位：千円）

1

29，636，880

29，636，880

85，600

3，490，952

　330，247

　　35，730

5，105

34，976

3，982，610

　33，911，486

△1，257，657

32，653，829

66，273，319

2，453，621

2，453，621

626，571

629，110

3，082，731

＿69356050

2，539

負債の部

29，636，880

3，490，952

5e105

資本の部

1，403，037

1’，050，584

、

305，666

245，907

74，998

2，539
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　令和2年度村上市下水道事業会計予定キVッシュ・フロー計算書（間接法）

”　　　　　　　　（令和2年4月　1日から令和3年3月31日まで）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（1）業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益　　　　　　　　　’

　　　・減価償却費

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　引当金の増減額（△は減少）・

　　　長期前受金戻入額．

　　　受取利息及び配当金

　　　支払利息

　　　固定資産除却費

　　　固定資産売却損益（△は益）

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　たな卸資産の増減額（△は減少）

　　　’前払金の増減額（△は増加）

　　　前受金の増減額（△は減少）

　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　その他流動負債の増滅額（△は減少）

　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・プロv

‘

　　　　2，539

　　2，574，525

P　　　　　　250

　　　　5．105

　△1，262，890

　　　　　　0
　　　4SS，390

　　　　8，440

　　　　　　0

　　　△18，476

　　　　74，384

　　　　　　0

　　△186，200

　　　　35，730

　　　　12，673

　　　　28，122

1，762，592

△488，390

1，274，202

（2）投資活動によるキャッシュ◆フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　固定資産の売却による収入

　　　国庫補助金等による収入　　．

　　　受益者負担金等による収入

　　　短期貸付金による支出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　短期貸付金の回収による収入

　　　補償等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△651，140

　　　　0

　395，511

　17，259

　△1，095

　　1，095

　　3，800’

△234，570

（3）財務活動によるキャ；7シュ・スロー

　　　一時借入金による収入

　　　一時借入金の返済にょる支出

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の
　　　償還による支出
　　　一般会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキヤッシュ・フロー

　　　　303，100

　　　△217，500

　　　1，584，400

　　△3，463，742

＿＿－1050584．
　　　△743，158

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

296，474

86，915

383β89
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